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労働三法 

～不当労働行為及び裁決機制とは～（上） 

労働三法とは、団体労働関係を規範する根幹となる三つの法律を指し、具体的

には、労働組合法（以下「労組法」）・団体協約法（以下「団協法」）・労使争議

処理法（以下「労争法」）をいう。労働三法は近年相次いで改正が行われ、改

正条文は既に施行されている。労働三法の主な目的は、対等な労使関係の促進

にあり、使用者がその経済的優位を利用し、労働組合（以下「労組」）の組合

組織及び関連活動に不法且つ不当に干渉する行為によって、労働者が法律によ

り付与された労働者団結権・団体協議権・団体争議権の行使に影響することを

回避し、被害労働者の関連権益を速やかに回復させることを目指すものである。 

本文は、不当労働行為の判定及び救済機制（裁決）を含め、労働三法を個別に

紹介すると共に労争法における労使争議の処理機制についてまとめたもので

ある。 

 

一、労働三法の目的及び機能 

 
労働組合法 労使争議処理法 団体協約法 

立法

目的 

労働者団結の促進、労

働者地位の向上、労働

者生活の改善を目指

す。（労組法第 1 条） 

労使争議の処理、労

働者権益の保障、労

働関係の安定化を目

指す。（労争法第 1

条） 

労働関係の安定化、

労使協調の促進、労

使権益の保障を目指

す。（団協法第 1 条） 

内容 ・労組組織の規範 

・労組の運営手続き 

規範 

・労組に対する保護 

・労使争議処理手続

きの規定（調解・

仲裁・裁決） 

・争議行為及び民事/

刑事免責規範 

・団体協約の協議手

続き、信義誠実の

協議原則の規範 

・団体協約の内容及

び効力の規範 
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二、 労使争議処理 

(一) 権利事項と調整事項 

争議の類型 権利事項 調整事項 

定義 労使当事者双方による法

令・団体協約・労働契約の

規定に基づく権利義務に係

る争議（労争法第 5 条第 1

項第 2 号） 

労使当事者双方による労働条

件の維持継続又は変更を主張

する争議（労争法第 5 条第 1 項

第 3 号） 

事例 使用者が契約による賃金・

解雇手当・時間外手当・退

職金を給付しない。法定用

件と手続を具備せず任意に

解雇を行う、など 

労働者が物価の上昇を理由に

一定割合の賃金値上げや労働

時間の削減を要求する、など 

処理機制 調解・仲裁・裁決（労争法

第 6 条第 1 項） 

調解・仲裁（労争法第 7 条第 1

項） 

その他 権利事項の労資争議は、ス

トライキを行ってはならな

い。（労争法第 53 条第 1 項） 

・調整事項の労資争議におい

て、労働者側の当事者は労組

とする。（労争法第 7 条第 2

項） 

・調整事項の労使争議事件につ

いて裁判所は審判の権限は

なく、当事者が裁判所に起訴

する場合、裁判所は裁定を却

下する。 

（裁判所の労使争議事件取扱

い注意事項第 5 点） 
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労使争議の調解・仲裁又は裁決の期間中

1

 、使用者側は労働

者に対し不利益な取扱いをしてはならず、労働者側は争議行

為をしてはならない。（同第 8 条） 

※争議行為とは、労使争議の当事者がその主張を達成するた

めにストライキを行う又はその他事業の通常運営を妨害

しこれに対抗する行為を指す。（同第 5 条第 4 号） 

 

(二) 調解・仲裁及び裁決機制 

3 種類の処理機制比較 

処理機制 調解 仲裁 裁決 

事由 制限なし 制限なし 権利事項に限定 

→相手方の不当

労働行為に対

し申請 

手続きの

開始 

・当事者のいずれか

一方が申請する。 

・県市政府労工局が

必要と認めると

き職権により調

解に付する。 

（労争法第 9 条第

1,3 項） 

・当事者双方が共同 

で申請する。 

① 調解が不成立 

② 当事者双方が書

面 に よ り 同 意

し、調解を経ず

に直接仲裁に付

すよう申請する 

③ 権利事項争議の

当事者双方が同

・労働者が労組法

第 35 条第 2 項

に因り発生し

た争議の裁決

を申請する。 

・労使のいずれか

一方が労組法

第 35 条第 1 項

又は団協法第 6

条第 1 項に因り

                                                 
1
 【労働委員会労使 3 字第 1010125649 号令】労使争議処理法第 8 条に定める「労使争議の調

解・仲裁又は裁決期間」の開始と終了は次の通りとするほか、即日から効力を生じる。 
一、調解期間：直轄市又は県（市）の主務機関が職権により調解に付し、労使争議の当事者

に通知した日、又は労使争議の当事者の一方若しくは双方から不備のない調解申請書を

受け取った日より起算し、調解記録が送達された日までを指す。 
二、仲裁期間：主務機関が職権により仲裁に付し、労使争議の当事者に通知した日、又は労

使争議の当事者の一方若しくは双方から不備のない仲裁申請書を受け取った日より起算

し、仲裁判断書が送達された日までを指す。 
三、裁決期間：中央主務機関が労使争議の当事者の一方から不備のない裁決申請書を受け取

った日より起算して、裁決決定書が送達された日までを指す。 
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意する場合、仲

裁法の規定によ

り仲裁を行う。 

・労争法第 54 条第 2

項、第 3 項

2
の労働

者は、その調整事

項の争議におい

て、いずれか一方

が仲裁に付すよう

申請することがで

きる。 

・調整事項の争議調

解が不調に終わ

り、県市政府労工

局が、公衆の生活

及び利益に重大 

な影響

3
を及ぼす

と認める場合、又

は目的事業の主務

機関の請求があれ

ば、職権により仲

裁に付す。 

（労争法第 25 条、第

64 条第 2 項） 

 

発生した争議

の裁決を申請

する。 

                                                 
2 労争法第 54 条第 2 項「次の労働者は、ストライキをしてはならない。1.教員、2..国防部及

びその所属機関(構)・学校の労働者」、同条第 3 項「公衆の生命安全・国家安全又は重大な公

共利益に影響する次の事業は、労使双方が必要な役務条項を約定してから、労組がストライ

キを宣告することができる。1.水道事業、2.電気及びガス供給事業、3.病院、4. 銀行間の資

金移動/会計清算を経営する金融情報サービス業と証券先物取引・決算・保管事業及びその他

決済システム業務取扱い事業」 
3 《各級労働者行政主務機関の労使争議案件取り扱い注意事項》第 2 点「公共事業の労使争議

が公衆の生活を妨げるおそれがあると十分に認められる場合、直ちに職権により調解・仲裁

に付さなければならない。」 
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効力 ・調解が成立した場

合、争議当事者間

の契約とみなす。

当事者の一方が

労組のときは、当

事者間の団体協

約とみなす。（労

争法第 23 条） 

・権利事項の労使争

議が郷鎮市調解条

例により調解成立

した場合 

民事案件は、裁判

所の審査決定後、

確定判決と同一の

効力を有する。 

刑事案件は、裁判

所の審査決定後、

当該案件について

再起訴・控訴又は

自訴をしてはなら

ない。(労争法第 64

条第 1 項、郷鎮市

調解条例第 27 条） 

・仲裁手続中に和解

が成立した場合、

労争法により成立

する調解の効力と

同一とする。 

・権利事項の争議に

ついて行われた仲

裁判断は、当事者

間において裁判所

の確定判決と同一

の効力を有する。 

 調整事項の争議に

ついて行われた仲

裁判断は、争議当事

者間の契約とみな

す。当事者の一方が

労組のときは、当事

者間の団体協約と

みなす。（労争法第

36, 37 条） 

・労組法第 35 条

第 2 項に係る事

由により裁決

を申請した場

合、労争法第 48

条の要件（当事

者に不服がな

いうえ裁判所

による審査決

定がある）に適

合する場合は、

民事確定判決

と同一の効力

を有する。 

・裁決の申請事由  

が労組法第 35

条第１項又は団

協法第 6 条第 1

項に係る場合、

当事者に一定の

作為又は不作為

の処分を命じる

ことができる。 

（労争法第 49, 51   

条） 

救済 民事訴訟 仲裁法第五章を準用

し、相手方に仲裁判

断取消しの訴えを提

起する。（労争法第

37 条第 3 項） 

本文『3.不当労働

行為及び裁決機

制（3）裁決機制』

参照 

その他 ・労争法による調解

は無料 

 当事者が仲裁申請に

合意する状況におい

 労組法第 35 条第

1 項及び団協法
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・郷鎮市調解条例に

よる調解は、実費

を費用以外、いか

なる費用の徴収

もしてはならず、

又いかなる名義

での報酬も受け

取ってはならな

い。（郷鎮市調解

条例第 23 条） 

て、仲裁人又は仲裁

委員会が委託した第

三者若しくは機関の

専門家から提供され

た意見の関連費用に

ついて共同負担する

可能性がある以外

は、当事者は、費用

を支払う必要はな

い。 

（労使争議仲裁方法

第 17,25 条） 

第6条第1項の行

政責任への違反

については、後述

の『3.（1）不当

労働行為の態様』

参照 

 

関連統計資料 4 

・2013 年に終結した労使争議案件の処理方式のうち、「調解」

は 22,049 件、「仲裁」は 7 件を占めた。 

・2013 年の不当労働行為の争議案件のうち、裁決の申請受理

は計 62 件、24 件が裁決決定を行った。（19 件は不当労働行

為とされた。） 

                                                 
4
 労働部《労使争議案件及び不当労働行為争議案件の統計》

http://statdb.mol.gov.tw/html/trend/102/htm/50403.pdf、閲覧日 2015 年 3 月 18 日 
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労使争議 

権利事項§6I 調整事項§7I 

当事者が申請 

❶調解申請§11 
(県市政府労工局)
労使のいずれか

一方が申請 

❷仲裁に付すよう

申請§25Ⅲ(県市政

府労工局)労使双方

の書面同意が必要 

❶調解申請

§11：権利事項

の手続参照 

❷仲裁申請 
§25Ⅲ：権利事

項の手続参照 
  

90 日以内

不成立 

調解人

派遣 

§11I  

調解委員会

設置§11I  
3～5 人(労使

双方各 1 人選

任/主務機関

1~3 人派遣

§13) 

  

調解成立 
(契約・団

体協約と

みなす

§23) 

調解 

 

労働者は

ストライ

キ以外の

その他事

業の通常

運営を妨

害する争

議行為を

行うこと

ができる 

§53I 

裁判所が

強制執行

申立てを

却下する

場合、調

解不成立

とみなす 

§61I 

 

裁

判

所

へ

起

訴 

双

方

当

事

者

が

仲

裁

申

請 

§

25 
I 

労使争議の調解・仲裁又

は裁決期間中に、労働者

は当該案件によるストラ

イキ又はその他争議行為

をしてはならない 

(§8) 
仲裁手続

❷に続く 

当事者一

方の申請

又は職権

により付

される場

合、仲裁委

員会の方

式でのみ

進行(§26I
後半) 

独任仲

裁人の

選任 
§26I  

仲裁委員会設

置§26I 3～5
人(労使双方

各1人選任後、

当該委員が 1
～3 人を推薦

§30I) 

仲裁判断 

(裁判所の確定

判決と同一の

効力を有する§

37I) 

和解成立 

(調解と同一

の効力を有

する§36) 
→仲裁終結 

取消しの訴

えを提起で

きる§37 III 
(仲裁法準用) 

不当労働行為裁決委

員会設置§43 7~15 人 

(労働部が専門家よ

り選任する) 

裁決決定 

裁判所

が職権

で民事

訴訟手

続中止 

双方合意達

成とみなす 

裁判所が決定 
(裁決は確定判決と

同一の効力を有す

る§49) 

30 日以内に訴

訟取下げ 

又は別訴訟を

起こさない 

裁判所の審査へ 

調

解

不

成

立 

労働者はスト

ライキを含む

その他事業の

通常運営を妨

害する争議行

為を行うこと

ができる 
§53I・II 

仲裁判断 
(契約・団

体協約と

みなす

§37II) 

事情が重大な時  

職権により付す 

る(§25Ⅵ) 

取消しの

訴えを提

起できる 

§37III(仲裁

法準用) 

職権により❷

仲裁手続きに

付することが

できる 

(団協法 6 ) 

無効又は取消できる

原因を有する場合、

30 日以内に無効宣告

又は取消しの訴えを

提起できる(48V、VI) 

違法と認定

する場合 

§39I 
労組法 

§35II に
よる申

請 

§51I 
労組法

§35I、団協

法§6I によ

る申請 

�裁決申請(労働部) 

当事者に対し、一定

の作為又は不作為の

処分を命じることが

できる(§50II)  

� 争議処理の流れ 

※表中の条文は特に法律名の表記がない場合、すべて労争法を指す。 

（§は条、ローマ数字は項、丸数字は号を表す。例：§26I は第 26 条第 1 項第 1 号） 

 


